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日野市地域公共交通総合連携計画 2019-2028 概要版 

１. 計画の区域と期間 

計画区域：日野市内全域 

計画期間：10 年間（2019 年度～2028 年度） 

２. 地域公共交通に係る問題・課題と基本方針 

地域公共交通の課題解決に向け、以下を本計画の基本方針（＝地域公共交通のあるべき姿）とします。 

 高齢化の進展（特に南部丘陵地）

 ミニバス改善要望（最多）は「運行本数」

 65歳以上の３割が「クルマがないと不便」等の理
由で「免許を返納する気はない」と回答

 ミニバス利用者の半数が現金・ICカード以外の方
法（定期券・シルバーパス等）で運賃支払い

 ミニバスには乗車率が70％を超える区間が複数
存在

 丘陵地ワゴンタクシー改善要望（最多）は「土曜
日も運行」

調査結果より明らかになった事項

 増便・終バス延長

 運行経路変更（市立病院直通の復活等）

 バス停の増設、移設

 道路整備に合わせた路線の新設

 丘陵地ワゴンタクシーの土日祝日運行

 公共交通空白地域の解消

（デマンド型タクシー等）

 バス車両の混雑、振動対策

 運賃均一化、値下げ

公共交通に対する議会等からの要望

 鉄道駅で唯一公共交通が乗り入れていない「南平
駅」へのアクセス確保

 南平体育館（建替え予定）へのアクセス確保

 川崎街道を挟んだ百草地区（百草園～落川河原区
画整理地区）への公共交通の導入

 都市計画道路の整備進捗（日3･3･2、日3･4･3、
日3･4･24等）を踏まえた新規路線の検討

「まちづくり」における課題

 ミニバスにおいて、新規路線はシルバーパス制度の
適用外となる

 運転手不足に起因し、運転手の確保が思うようにな
らないこと、運行経費の上昇が顕著であること等、
事業規模の拡大については、以前にはなかった大き
な課題がある

 市内面積の約2割を占める交通空白地域解消への
対応

公共交通を取り巻く現状（留意点）

① 平成21年3月策定の「日野市地域公共交通総合連携計画」の基本方針を踏襲した上で、高齢社会に起
因する様々な課題や生活利便性向上に向けた多様なニーズに対応した公共交通網の実現

② ３大商業拠点（日野駅、豊田駅、高幡不動駅）を中心とした、日常生活の移動（通勤・通学、通院、
買物等）に利用できる（利用者に選ばれる）公共交通網の実現

③ 既存の交通モードではカバーできない地域における、高齢者を中心とした移動制約者（免許返納意向
者を含む）の移動手段の確保

④ さらなる少子高齢化・人口減少社会の到来を見据えた、市民・運行事業者・行政の協働による公共交
通の確保・維持

日野市地域公共交通総合連携計画2019-2028の基本方針

地域の実情にあった便利で効率的な公共交通網の確立

 最寄りの３大商業拠点へ乗り継ぎなしでアクセスできる公共
交通の実現

 市役所および市立病院へ乗り継ぎなしまたは乗継１回でアク
セスできる公共交通の実現

 市民にとって分りやすく利用しやすい公共交通の実現

 体系的な公共交通ネットワークの構築

 拠点間連携の強化

 ミニバス路線網の単純化

 ミニバスにおけるラウンドダイヤの設定

 丘陵地における生活交通確保策の検討

平成21年3月策定「日野市地域公共交通総合連携計画」

基本方針 目標

① 既設路線（ミニバス・丘陵地ワゴンタクシー）の見直し（増便・経路変更等）

② 交通空白地域における移動制約者（高齢者等）の移動手段確保

③ 地域公共交通網全体の利用促進

日野市地域公共交通の課題
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３. 計画目標と計画事業 

３.１ 施策体系 

基本方針（＝地域公共交通のあるべき姿）に対し、日野市の現状や課題を踏まえ、計画目標（＝基本方針

を実現するために計画期間中に達成すべき目標）とその達成度を測る指標、それを実現するための具体的事

業を次のように定めます。 

計画目標 目標値 事 業 

１ 

利用者ニーズ・社会 

要請に対応した 

既存路線網の改善 

変更路線の走行 

キロ当り利用者数 

ミニバス運行経路変更及びダイヤ改正 

丘陵地ワゴンタクシーの土日祝日運行（実証実験） 

ミニバス・丘陵地ワゴンタクシーの路線見直し基準の設

定と運用 

２ 
交通空白地域対策 

スキームの構築と運用 
交通空白地域人口 

地域協働型交通の導入条件等の検討及びガイドラインの

作成と運用 

デマンド型交通等の導入検討 

モデル地域における住民ボランティア型交通の運行（実

証実験） 

３ 
利用促進に向けた取り

組みの継続的な実施 

利用促進に向けた 

取り組み実施数 

日野市公共交通マップの作成・配布 

「“これで安心！バス de 行こう”プログラム」の実施 

バス・タクシーの乗降環境整備 

 
３.２ 事業概要 

計画目標を達成するために実施する具体事業について、概要を以下に示します。 

事業１－１ ミニバス運行経路変更及びダイヤ改正 
 ミニバスでは「まちづくりに対応した経路変更」及び「乗車率が 70％を超える区間の混雑緩和」が課

題となっています。「まちづくりへの対応」で経路変更が必要とされている路線については、ラウンド

ダイヤを維持しつつ経路変更を実現するため、運行に使用する車両台数の増加も合わせて検討し、運行

経路の変更とダイヤ改正により課題解決を目指します。また、大型車両の運行が困難な路線において

は、運行に使用する車両台数を増やし、輸送力を増加させることで車内混雑の緩和を図ります。そのた

めに増便に伴うダイヤ改正を実施し、課題解決を目指します。なお、複数路線への対応を一度に行うこ

とは困難であるため、路線全体の運行収支等の状況も勘案しながら、条件の整った路線から順次対応を

行うものとします。 

 「市立病院直通便の復活」に関する要望への対応については、アンケート調査等を通じて利用者の意向

を把握し、利用者の利便性を第一に考え検討します。 

 終バス時刻の繰り下げについては、利用者数が多く増便に

係る経費に対して実施効果が高いと考えられる場合には実

施します。 

 バス停の新設・移設については、これまでと同様に現地の

状況を踏まえ実施の可否を検討し、対応可能なものについ

ては順次実施します。 

 

【運行経路・ダイヤの変更（案）】 

南平路線の「高幡不動駅～鹿島台」間は乗車率が高く、また

ルート沿線には南平体育館（近年建替え予定）が立地してい

ます。車両を１台増車することによる、経路変更と混雑時間

帯の増便を検討します。 

 

事業１－２ 丘陵地ワゴンタクシーの土日祝日運行（実証実験） 
 丘陵地ワゴンタクシーの土日祝日運行の実証実験を実施します。実証運行期間は２年程度とし、開始か

ら１年が経過した時点で１年間の利用実績を検証・評価し、２年間の運行が終了後に本格運行に移行す

るか、運行内容を見直して継続するか等を判断します。 

南平体育館 

高幡不動駅 

鹿島台 
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事業１－３ ミニバス・丘陵地ワゴンタクシーの路線見直し基準の設定と運用 
 ミニバス及び丘陵地ワ

ゴンタクシーについ

て、見直し基準（利用

者数が減少傾向にある

場合に、改善に向けた

運行サービス見直し実

施を判断する基準。利

用者数や収支率等を想

定）を設定し、運用を

開始します。 

 

事業２－１ 地域協働型交通の導入条件等の検討及びガイドラインの作成と運用 
 交通空白地域の解消を行政と地域

が協働で進めることができるよ

う、地域協働型交通の導入条件等

を「デマンド型交通等の導入検討

（事業２－２）」「モデル地域に

おける住民ボランティア型交通の

運行（事業２－３）」を通じて検

討し、結果を踏まえガイドライン

を作成、運用します。 

交通空白地域対策フロー（案）

新たな交通機関の導入に向けた地域の機運の高まり

導入条件への適合
（交通空白地域への該当、地域組織の形成）

日野市地域公共交通会議において
運行計画（案）について協議し

乗合型公共交通としての導入可能か？

計画詳細検討
（停留所位置・スケジュールを含む実証運行計画の

策定） ※需要に応じて車両を選定

実証運行の実施（※バス車両を用いる場合はシル
バーパスでの乗車を可能とする）

地域協働型交通として運行継続
（小型車両にて運行）

実証運行期間中（２～3年間）に
運行継続条件（利用者数等）を満たしているか？

運行計画（案）の検討
（運行形態・経路、運行車両、ダイヤ、運賃等）
乗合型公共交通としての運行計画策定が可能か？

需要調査（アンケート調査）の実施
乗合型公共交通に適した需要が見込めるか？

可能

不可能

運行計画（案）の
再検討が可能か？
（再検討の余地が

あるか？）

地域協働型公共交通の導入検討

見込める

見込めない

満たしている

満たしていない

日野市地域公共交通会議において
運行計画（案）について協議

協議が調ったか？

調った

調わない

既存交通活用での対応（経路変更等）可否の検討
既存交通活用での対応が可能か？

既存交通の
活用（経路
変更等）

により対応

可能

不可能

ミニバス運行基準（利用者数）を満たしているか？

満たしていない

ミニバス（地域協働型）として
運行継続（シルバーパスでの乗車可）

【既存交通の活用例】
・民間路線バスの経路変更
・ミニバスの経路変更
・丘陵地ワゴンタクシー

の経路変更 他

可能

住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
型
交
通
等
の
導
入
検
討

運行計画（案）の
再検討

不可能

不可能

満たしている

可能

行政の支援内容（案）
 運賃と運行経費との差額を補助
 地域公共交通会議の主催・調整
 需要調査の実施
 実証運行の実施

 

【交通空白地域の定義について】 

 これまで、日野市においては「鉄

道駅から５００ｍ圏外、またはバ

ス停から２００ｍ圏外」の地域を

「交通空白地域」と定義していま

した。 

 今後更なる進展が予測される高齢

化対策及び丘陵地対策を重要視し

たいと考え、駅から離れ、道路勾

配が急峻な地域における「バス停

利用圏域」について、道路勾配に

応じた（200ｍよりも短い圏

域）値への再定義を行いました。 

 道路勾配に応じたバス停利用圏域

は、人が平地を歩いた時に消費す

るエネルギーと、同じ距離の坂道

を歩いた時に消費するエネルギー

の比率を勾配毎に算出し、その比

率に応じて勾配が急な地域ではバ

ス停利用圏域が短くなるように設

定しています。 

 新しい定義における公共交通（鉄

道・バス・丘陵地ワゴンタクシ

ー）の交通空白地域は、日野市全

域に対し面積で 26％、人口で

21％を占めています。 

 

事業２－２ デマンド型交通等の導入検討 
 地域協働型交通の運行形態の一つとして考えられる「デマンド型交通」や「一般タクシー利用補助」等

について、本市内の具体的地域を想定した上で適用可能性を検討し、必要に応じて実証運行を実施しま

す。検討結果は事業２－１にフィードバックします。 

丘陵地ワゴンタクシー
（現行路線）の運行実績
が運行継続条件を満たし

ているか？

丘陵地ワゴンタクシー
（現行路線）として運行

継続

丘陵地ワゴンタクシー（現行路線）見直しフロー（案）

満たしている

■運行継続条件（案）
 １便あたりの利用者数が

●人以上
 収支率●％以上

運行内容（運行経路・ダ
イヤ・運賃等）の見直し

見直し内容での運行を
実施（2年間）

見直し後1年間の運行実
績が運行継続条件を
満たしているか？

満たして
いない

満たして
いる

満たして
いない

地域と行政が協働で見直
し案を計画・協働で利用
促進等を行う新たな形態

の交通の導入を検討
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事業２－３ モデル地域における住民ボランティア型交通の運行（実証実験） 
 交通空白地域に該当し、狭隘道路に起因し公共交通の乗入れが困難

な地域のうち、一地域をモデル地域として選定した上で「住民ボラ

ンティア型交通」の実証実験を実施します。実証運行を通じて課題

を把握し、その結果は事業２－１にフィードバックします。 

【住民ボランティア型交通の例】 

①住民ボランティアが運転 

②タクシー相乗り利用 

③民間送迎車両への相乗り 

 

事業３－１ 日野市公共交通マップの作成・配布 
 現在は対象をミニバスに限定したマップを配布していますが、丘陵地ワゴンタクシーや民間路線バス、

タクシー事業者の情報等も含む「公共交通マップ」を作成し配布します。公共交通マップにはバリアフ

リー対応が進んでいること（ミニバス全車が車いす乗車に対応している等）も掲載し、周知します。 

 

事業３－２ 「“これで安心！バス de 行こう”プログラム」の継続実施 
 事業 3-1 で作成する公共交通マップを活用した利用促進 PR に加え、これまで実施してきた乗り継ぎ割

引や乗り継ぎ方法の PR 等を、今後も継続的に実施します。 

 

事業３－３ バス・タクシー乗降環境整備 
 バス停の上屋について、バス停別乗降者数と道路状況（歩道幅員、交通量等）に基づき設置の優先順位

を検討し、運行事業者に整備を要請します。 

 バリアフリー対応等を目的とした既設ターミナルの改良を検討し、実施します。 

 
３.３ 各事業の実施主体とスケジュール 

市
事
業
者

住
民
等

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度
以降

1
ミニバス運行経路変更及び
ダイヤ改正

○ ○

2
丘陵地ワゴンタクシーの
土日祝日運行（実証実験）

○ ○

3
ミニバス及び丘陵地ワゴン
タクシーの路線見直し基準の
設定と運用

○ ○

1
地域協働型交通の導入条件等
の検討及びガイドラインの
作成と運用

○ ○ ○

2 デマンド型交通等の導入検討 ○ ○ ○

3
モデル地域における住民
ボランティア型交通の運行
（実証実験）

○ ○ ○

1
日野市公共交通マップの
作成・配布

○ ○

2
「“これで安心！バス de
行こう”プログラム」の実施

○ ○

3 バス待ち環境整備 ○ ○

実施スケジュール

3

利用促進に
向けた取り
組みの継続的
な実施

計画目標 事業

実施主体

2
交通空白地域
対策スキーム
の構築と運用

1

利用者ニーズ
・社会要請に
対応した既存
路線網の見直
し

検討・実施

継続実施

検討・運用

実施

検討・運用

検討・順次実施

実証運行
実証運行の結果により

運行継続または廃止

順次実施

検討

検討

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
に
基
づ
き
事
業
を
進
行
管
理

 

４. 進行管理 

計画の達成状況に関する評価は、地域公

共交通会議が、ＰＤＣＡサイクルに基づき、

指標の目標値や事業の進捗状況を定期的に

評価するものとします。地域の状況や社会

情勢が変化した場合についても、計画を見

直すなどの進行管理を行うものとします。 

 

日野市地域公共交通会議 

ＤＯ 

（実行） 

ＣＨＥＣＫ 

（検証） 

ＡＣＴＩＯＮ 

（改善） 

ＰＬＡＮ 

（計画） 


